
所在地の変更登記をしない

と、新しい住所での資格証

明書及び印鑑証明書は発行

されませんのでご注意くだ

さい。 

平成２１年 

12 月 7 日から新しい住所の表し方に 
── 実 施 日── 

 

会社及び法人のみなさまへ 
 

このたび、会社及び法人の所在地とされている熊野町内の一部の地区について、住居表示を実施することになりました。

そのため、会社及び法人の住所の変更登記が必要となります。お手数ではありますが、実施日（12 月 7 日）以降、定めら

れた期間内に必要な手続きをして頂きますようよろしくお願いいたします。 

住居表示による住所変更のための登記の場合、同封の通知書を添付すると登録免許税は免除されますが、その他の費用

について町においては、一切負担することができませんのでご了承ください。 
 

住居表示実施による会社及び法人の変更登記について 
 

必   要   書   類（各 1 通） 

（代理人による申請は、委任状が必要となります） 

項    目 同封の住居表示 

通知書 

 

変更登記申請書 

※（注 1） 

本店において変 

更登記をした登 

記簿謄本(抄本) 

登記期間 提出先 備 考 

本店の所在地が変更になった場合 

（支店がない場合） 
○ ○   2 週間以内 

実施区域内にある 

本店の手続き 
○ ○   2 週間以内 

広島法務局 

海田出張所 

書留郵便

での郵送

も可能 本店の所在地が実施 

区域内で変更となり 

支店の所在地が実施 

区域外にある場合 

実施区域外にある 

支店の手続き 
  ○ ○ 3 週間以内 

支店所在地を管轄 

する法務局 

書留郵便

での郵送

も可能 

実施区域外にある 

本店の手続き 

○ 

（支店の住居表

示通知書） 

○   2 週間以内 
本店所在地を管轄 

する法務局 

書留郵便

での郵送

も可能 

本
店
・
支
店
の
区
別
が
あ
る
会
社
・
法
人 

本店の所在地が実施 

区域外にあり 

支店の所在地が実施 

区域内で変更となっ 

た場合 

実施区域内にある 

支店の手続き 
  ○ ○ 3 週間以内 

広島法務局 

海田出張所 

書留郵便

での郵送

も可能 

代表者（代表取締役、理事

長等）の住所が変更になっ

た場合 

※（注 2） 

本店 

（支店は不要） 

○ 

（代表者の 

   通知書） 

  

○   2 週間以内 
本店所在地を管轄 

する法務局 

書留郵便

での郵送

も可能 

会社・法人が不動産など（抵当権などの権利も

含む）を所有している場合 
○ 

○ 

 

○ 会社・法人所

在地と不動産所

在地の法務局が

異なる場合 

法令上の定めはあ 

りませんので、必要 

に応じて変更手続 

きをしてください 

不動産所在地を管 

轄する法務局 

書留郵便

での郵送

も可能 

 

※（注 1）変更登記申請書には、会社・法人の代表者届出印の押印が必要になります。 

※（注 2）特例有限会社の場合は、取締役及び監査役の住所も含まれます。 

 

                手続きについて 
１. 会社以外の法人は、「本店」を「主たる事務所」、「支店」を「従たる事務所」と読みかえ

てください。 

２. 会社・法人の変更登記申請書、所有権登記名義人表示変更の登記申請書は、役場でも用意

しております。 

３. 会社・法人の所在地、会社・法人の代表者の住所が各々実施区域内にある場合は、一枚の

申請書で手続きができます。会社・法人及び代表者の住居表示変更通知書を各 1 通添付し

てください。 

４. 手続きの詳細については、提出先の指示に従ってください。 

５.通知書を紛失された場合は、１２月７日以降に、役場住民課で、通知書にかわる証明書を

発行します。（その場合は、申請書に氏名・住所等を記載してもらいます。） 

 

 

                       問い合わせは  広島法務局海田出張所     電話 0 8 2 - 8 2 3 - 2 2 5 1         

  熊野町役場建設部建設課土地管理室 電話 0 8 2 - 8 2 0 - 5 6 07 


